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学研高山地区

南エリア

まちづくり協議会

設立経緯

令和５年５月２０日（土）



１．南エリアまちづくり協議会設立までの取り組み
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令和３年度

９月 『学研高山地区第２工区マスタープラン素案』とりまとめ

１月 事業アドバイザー及び立地等検討企業募集開始

令和４年度

４月 事業アドバイザー４者決定 立地等検討企業９者エントリー

６月 『学研高山地区第２工区マスタープラン策定』

７月 令和４年度 地権者の会総会

８月 広報いこまち掲載 『次世代の力になる学研高山地区のまちづくり』

１１月 第１回 学研高山地区第２工区事業推進会議
第２４回地権者の会役員会 『先行個別地区の設定』

１２月 まちづくりニュース第５号発行 『先行個別地区の設定』の周知
第1回南エリア発起人会

１月 まちづくり協議会設立に向けた意向確認

２月 第２回南エリア発起人会

３月 第３回南エリア発起人会

令和５年度

５月 南エリアまちづくり協議会設立総会



2．南エリアまちづくり協議会 設立趣意書
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設 立 発 起 人

稲 垣 武 司

中 田 忠 彦

松 山 治 幸

山 本 利 昭

久 保 幸 作

西 井 久 之

村 田 卓 司

生 駒 市

設立趣意書

学研高山地区第２工区は、長らく事業化に至りませんで
したが、その様な中、平成２８年に生駒市が都市再生機構
より用地を取得されました。これを機に、再び生駒市が推
進役となり、まちづくりの実現に向けた様々な検討が進め
られてきたところです。そして、その一つの成果として、昨
年６月には今後のまちづくりの方針となる「学研高山地区
第２工区マスタープラン」が策定されました。
一方、我々地権者は、事業化に向けて一丸となるべく、
平成３０年１１月「学研高山地区第２工区地権者の会」を設
立しました。地権者の会では、事業アドバイザーを募集する
など、新たなまちづくりの実現に向けて活動してきました。
このような取り組みにより、事業アドバイザーの提案や有
識者等で構成する事業推進会議の意見等を踏まえ、
我々の所有地が先行個別地区に定められました。学研高山
地区第２工区はいよいよ事業化に向けて動き出します。
これから、我々先行個別地区の地権者はひとつになって
力を合わせ、新たなまちづくり実現への礎となる第一歩を
踏み出します。その一歩が学研高山地区第２工区全体のま
ちづくりに波及する大きな一歩となるよう、まちづくりの
先駆けとして、ここに「学研高山地区南エリアまちづくり協
議会」を設立するものです。

令和５年１月１０日
設立発起人一同



第１回発起人会

○まちづくり協議会の設立に向けて

・協議会への参加案内など

・設立趣意書

・参加への呼びかけ
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令和４年１２月１６日

4．まちづくり協議会設立に向けた準備

第２回発起人会

○まちづくり協議会の賛同状況

令和５年２月１５日

○役員案の作成

○設立総会の開催準備

第３回発起人会

・役員案 などの作成

・規約案

・活動内容案

令和５年3月３１日

○協議会名称について



目標の７割を超える８１.３％の方々が参加意向を表明

（令和５年４月１日現在）

地権者の居住区 地権者数※ 加入者数 加入率

高山町・鹿畑町
精華町東畑区

４５ ４１ 91.1％

上記を除く市内 １５ １２ 80.0%

県内市外 １９ １７ 89.5%

県外 ５５ ３９ 70.9%

合計 1３４ １０９ 81.3%
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５．まちづくり協議会加入状況

※地権者数について、共有地については代表地権者を１とする。



6．事業推進体制

＜構成員＞

〇学識経験のある者

・立命館大学上席研究員 村橋正武
・大阪府立大学名誉教授 増田 昇
・奈良先端大学副学長 小笠原司

事業推進会議

地権者の会（第２工区全体）
平成30年11月設立

地権者数：１，０７４名
加 入 者 ： ７8１名（約７3％）

Ｒ５.３現在

事業アドバイザー

㈱奥村組 ㈱鴻池組 ㈱フジタ
西松建設㈱の企業体

個別地区地権者による組織

まちづくり
協 議 会

区 画 整 理
準 備 組 合

区 画 整 理
組 合

事業計画
認可図書の作成

土地区画整理事業
の施行

業務代行者

個別地区
地権者

事
業
参
画

各個別地区内
地権者の

約7割の賛同提案・アドバイス

公
募
・
選

定

各個別地区内
地権者の

約9割の仮同意

個別地区の
区域設定

基本計画の作成

市・行政

〇関係行政機関等

・奈良県
・生駒市
・独立行政法人都市再生機構
・(公財)関西文化学術研究都市推進機構
オブザーバー
・国土交通省近畿地方整備局

意見
助言

事業推進・支援
意見
助言

提案・アドバイス

事
業
実
施

事業協力者
（業務代行予定者）

先行個別地区
本日設立

各個別地区内
地権者の

約9割の同意
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7．まちづくりロードマップ

事業推進会議

土地区画整理準備
組合の設立に向け
た合意形成

規約及び事業計画
への同意取得や土
地区画整理組合設
立の認可取得

土地区画整理事業
の施行
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・個別地区の設定 事業協力者
（業務代行予定者）

事業アドバイザー 業務代行者

事業アドバイザー


